
平成２２年４月１日規程第１０４号 

（平成２７年４月１日一部改正）  

 

長寿医療研究開発費取扱規程 

 

 

 長寿医療研究開発費（以下、「研究開発費」という。）による研究事業については、こ

の取扱規程に定めるところによる。 

 

（目的） 

第１条 この取扱規程は、研究開発費の適正な運用を行い、もって国立研究開発法人国立

長寿医療研究センター中長期目標及び同中長期計画（以下「中長期目標・計画」とい

う。）に規定された長寿医療に関する研究・開発の向上を図り、あわせて長寿医療研究

開発の効果的かつ効率的な推進に資することを目的とする。 

 

（研究の対象範囲） 

第２条 研究開発費により行う研究の対象範囲は、主として次の各号に示すとおりとする。 

一 老化の機構に関する研究 

二 加齢に伴う疾患のメカニズムの解明に関する研究 

三 加齢に伴う疾患の予防手法の開発に関する研究 

四 高度先駆的及び標準化に資する老年病の診断、治療技術の開発に関する研究 

五 医薬品及び医療機器の開発に関する研究 

六 長寿政策に関する研究 

七 長寿医療の基盤に関する研究 

八 長寿医療の均てん化に関する研究 

九 高齢者の介護（ケア）に関する研究 

一〇 その他長寿医療の推進に必要な研究 

 

（長寿医療研究開発費評価委員会） 

第３条 研究開発費による研究・開発の質の向上と順調な成果の達成を確保するため、国

立研究開発法人国立長寿医療研究センター（以下「センター」という。）に、研究課題

の必要な評価を行う長寿医療研究開発費評価委員会（以下「評価委員会」という。）を

置く。 

２ 評価委員会の組織、運営等に関し必要な事項は別に定める。 

 

（長寿医療研究開発費告発窓口） 

第４条 研究開発費の適正な運営を図るため、センターに研究開発費に関する告発窓口を

設ける。 

２ 告発窓口の運営等に関し必要な事項は別に定める。 

 



（研究班） 

第５条 研究開発費による研究課題は、研究班を単位として行う。 

２ 研究班は、研究開発費による研究課題を総括する主任研究者及び分担する分担研究者

並びにこれらに協力して研究を行う研究協力者で編成する。 

３ 主任研究者は、センターの役職員とする。必要と認められる場合には、分担研究者に

はセンター役職員以外の研究者も就任することができる。 

４ 主任研究者又は分担研究者でない者が研究開発費を受給することはできない。 

 

（研究課題の決定） 

第６条 国立研究開発法人長寿医療研究センター総長（以下「総長」という。）は、中長

期目標・計画に基づき長寿医療に関する関係学会等の研究動向及び社会的要請を考慮し、

研究開発費で行う研究課題、研究者及び研究開発費の配分につき原案を作成し、評価委

員会の意見を聴取した上でこれを決定する。 

２ 総長は、前項の決定に当たり、前年度に類似の研究課題や同一の研究者による研究課

題を実施している場合には、当該研究における前年度の評価委員会の評価を考慮した上

で研究開発費の配分を決定する。 

 

（委託契約の締結） 

第７条 総長は、第６条第１項及び第２項の決定において、センターの役職員以外の者を

分担研究者とする場合には、当該研究者と委託契約を締結する。 

 

（助言・指導） 

第８条 総長は、主任研究者に又は主任研究者を通じて分担研究者に、研究計画（研究開

発費の経理及び管理に係る体制を含む。）に関する助言、指導を行うことができる。 

 

（経理及び管理の状況についての報告の求め、立入調査） 

第９条 総長は、主任研究者を通じて、センターの役職員以外の者である研究者に、研究

開発費の経理及び管理の状況について報告を求めることができる。 

２ 総長は、必要に応じて、センターの役職員以外の者である研究者又はその研究開発費

の経理及び管理に係る機関に対し、立入調査を行うことができる。 

 

（研究成果の帰属） 

第１０条 この研究開発費による研究成果等はセンターに帰属するものとする。 

 

（研究期間） 

第１１条 この研究開発費による研究事業の期間は、原則として３年以内で計画するもの

とする。ただし、研究課題に応じて、必要とされる場合には、総長が定める期間とする

ことができる。 

 

（研究開発費において執行可能な経費の範囲） 



第１２条 研究開発費から執行可能な経費は次の各号に示すもののみとする。 

一 研究課題の遂行に必要な研究費 

二 評価委員会の開催等の研究開発費の運営に必要な経費 

 

（取扱細則等） 

第１３条 研究開発費の事務取扱については、この取扱規程のほか別に定める取扱細則等

によるものとする。 

 

附 則 

１ この取扱規程は、平成２２年４月１日より施行する。 

 

附 則 

１ この取扱規程は、平成２７年４月１日より施行する。 


